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令和 3年度税制改正に関する会派ヒアリング 

～令和 3年度税制改正要望について説明～ 

 

一般社団法人日本船主協会 

 

 

本日 11月 18日、令和 3年度税制改正要望に関して、統一会派（立憲民主党、

社民、無所属議員で構成）の国土交通部会による税制ヒアリングが開催された。 

同会派からは、会派における国土交通部会長の小宮山泰子議員、同部会事務

局長の城井崇議員ら計 7名が出席した。当協会からは、森重俊也理事長が出席し、

重点要望である「外航船舶の特別償却制度の延長」と「国際船舶に係る固定資

産税の特例措置の拡充・延長」そして「造船業の競争基盤整備に係る固定資産

税の特例措置の創設」を要望した。 

当協会では、今後も関係方面に対して税制改正要望の実現に向けた働きかけ

を行っていく。 

 

  

（ヒアリングの様子） 

 

 

本件に関する問い合わせは以下にお願いいたします。  

企画部 副部長      中村 憲吾（電話：03-3264-7174）  

企画部 広報室 課長代理 野垣 知秀（電話：03-3264-7181） 

 

以上 


